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自治体国際化協会(CLAIR)とは

自治体の国際化推進を支援すること等を目的とする自治体の共同組織
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多文化共生の担い

手育成・連携支援

情報提供

・災害対応支援

多文化共生の

政策・立案支援

NGO/NPO等

との連携促進

地域国際化協会

活動支援
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多文化共生を目指した地域づくりを支援
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多文化共生部の取組について

クレア中期経営計画
（2022年度～2026年度）



市民国際プラザ
自治体とNGO/NPOとの連携を促進
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クレアの情報発信について

x.com/clair_tabunka

x.com/janic_plaza



実地研修、ワーク
ショップなどを通
じて先進取組事例
を学ぶローカライ
ズ研修

4

クレアの研修プログラムについて

海外研修

【浜松市での視察の様子】

多文化共生の担い手連携促進
研修会
地域及び全国レ
ベルでの担い手
のネットワーク
構築・強化やス
キルアップを目
指した研修会

【研修会の様子】

体験塾（ローカライズ研修）
海外での現場の視察や関係者との意見交換を
通して、日本の自治体などにおける多文化共
生施策の企画立案に役立つ研修

【豪州多文化主義政策交流プログラムの様子】

【英国多文化コミュニティ政策交流プログラムの様子】



国内外の自治体連携への支援について①
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南米日系人を中心とする外国人住民が多数居住する
都市等が構成メンバーの「外国人集住都市会議」の活動
に対して、会議の参加や後援などにより支援

ポータルサイト

多文化共生を推進する日本や韓国の都市と、欧州の
「インターカルチュラル・シティ」との交流や連携に
対して、助成や広報などにより支援

外国人集住都市会議への支援 多文化共生都市サミットへの支援

●外国人集住都市会議
●多文化共生推進協議会

全国の取組事例

（機関紙）自治体国際化フォーラム

●2019.1 特集「多文化共生のまちづくり」に向けて
～外国人が増加傾向にある中、先進自治体から学ぶ～
１ 多文化共生の新時代へ （明治大学 山脇啓造教授）
２ 外国人集住都市会議のこれまでの取り組みと今後の展望

（太田市企画部交流推進課）

多文化共生2.0の時代（明治大学 山脇啓造教授）

●2024.3 外国人集住都市会議こまき2023
●2022.3 外国人集住都市会議SUZUKA2021

●「インターカルチュラル・シティ / 多文化共生に関する事業」
(国際交流基金)

●「浜松市とインターカルチュラルシティ」 (浜松市)
●「インターカルチュラル・シティ【英語】」 (欧州評議会)

全国の取組事例

（機関紙）自治体国際化フォーラム

●2018.5 インターカルチュラル・シティと多様性を生かしたまちづくり
2017 浜松～世界の多文化共生都市との連携促進～

（浜松市国際課）
●2012.1 インターカルチュラル・シティ

―欧州都市の新潮流― （明治大学 山脇啓造教授）

多文化共生2.0の時代（明治大学 山脇啓造教授）

●2021.3 インターカルチュラル・シティと日本
●2021.2 移民統合の国際比較（移民統合政策指数（Migrant 

Integration Policy Index、略称MIPEX、OECD「移民統合指標
（Indicators of Immigrant Integration）」等）



多文化共生関係者（担い手）の連携の取組や災害時の外国人支援体制強化の取組など、多文
化共生関係者や自治体・地域国際化協会（※）等の関係機関同士の広域的な連携・協働に向
けた取組を支援
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国内外の自治体連携への支援について②

事業内容（助成金）
＜支援対象団体＞
⑴ 地域国際化協会（※）連絡協議会（全国６ブロック）
⑵ 地域国際化協会（※）
⑶ 市区町村国際交流協会（協会が存在しない場合は市区町村）

＜対象となる取組＞
複数（２以上）の助成対象団体が主体となって行う取組で、広域的な
連携または災害時の外国人支援体制強化を目指す取組を支援
⑴ 研修会、ワークショップ等
⑵ 災害時における外国人支援対応などの訓練、防災講座等

＜支援内容＞
⑴ アドバイザー・有識者の派遣
⑵ 広域的な連携・協働に向けた取組に対する助成（上限額：10万円）

事業目的

活用事例
災害時の外国人支援のための訓練、
外国人県民のための防災講座実施事業
（長野県国際交流協会、中野市）

●災害時における外国人支援の円滑な実施、
関係機関との連携構築を目的とした訓練

●外国人の防災知識習得のための防災講座など

多文化共生の担い手連携促進事業（助成金）

（※）地域国際化協会とは
地域の中核的民間国際交流組織として、国（総務省）が認定した組織。


